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（
今

後
の
予

定
） 

   
○

 
今

後
総

務
省

で
は
各

都
道

府
県

に
対

し
、
２
月
中
を
目
途
に
、
水

道
広

域
化

 
 

  
の
検

討
体

制
の
構
築

に
つ

い
て
要

請
を
行

う
予

定
と
し
て
い
る
。

 
   
○

 
ま
た
、
厚

生
労

働
省

か
ら
も
同

旨
の
要

請
が
な
さ
れ
る
予

定
と
な
っ
て
い
る
。

 
   
○

 
各

都
道

府
県

に
お

い
て
は

、
水

道
行

政
を
所

管
す

る
生

活
衛

生
担

当
課

、
 

 
  
公

営
企

業
を
所

管
す

る
市

町
村

担
当

課
、
用

水
供

給
事

業
等

の
水

道
事

業
を

 
 

  
運
営
す
る
企
業
局
、
定
住
自
立
圏
構
想
や
連
携
中
枢
都
市
圏
構
想
を
推
進
す
る

 
 

  
広

域
連

携
担

当
課

等
の
関

係
部

局
が
連

携
し
、
管

内
市

町
村

が
参

加
す

る
 

 
  
広

域
化

の
検

討
の
場

を
設

置
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
考

え
て
い
る
と
こ
ろ
。

 
 

 
   

 
 

 
  

 
   

 
 

   
 

 
 

  
 

 
  

 
 

  
 

 
  

 
 

（
背

景
・経

緯
）
 

  
１
．
水
道

事
業

が
抱
え
る
課
題

 
 
人

口
減

少
に
伴

う
料

金
収

入
の
減

少
、
施

設
の
大

量
更

新
、
対

応
す

る
職

員
 

 
の
不

足
等

に
よ
り
、
特

に
小

規
模

団
体

に
お

い
て
事

業
の
継

続
が
困

難
と
な
る

 
 
可
能
性
が
あ
る
。

 
  
２
．
有

効
な
対

応
策

と
し
て
の
広
域
化

 
 

 
 規

模
の
経

済
の
享

受
に
よ
る
経

営
基

盤
の
強

化
や

効
率

化
、
共

通
課

題
の

 
  

  
連
携
し
た
解
決
等
の
た
め
、
広

域
化

は
有

効
な
方

策
。

 
   
３
．
進

ま
な
い
広
域
化
の
取
組

 
 

 
  
広

域
化
の
必
要

性
は
理

解
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
調
整
役
・
リ
ー

ダ
ー

の
不
在

 
 

  
や

課
題

の
共

有
化

が
さ
れ
て
い
な
い
等

の
理

由
か
ら
、
広

域
化

に
取

り
組

ん
で

 
 

  
い
る
団

体
は
極
め
て
少

な
い
の
が
現

状
。

 
   
４
．
推

進
役

・
調

整
役
と
し
て
の
都
道
府
県
へ

の
期

待
 

 
 

  
広

域
化

の
足

が
か
り
を
与

え
る
推

進
役

と
し
て
、
団

体
間

の
調

整
役

と
し
て
、

 
 

  
都
道
府
県
へ
の
期
待

が
高

ま
っ
て
い
る
。

 

水
道

事
業

に
お
け
る
各

都
道

府
県
の
広

域
化

検
討
体

制
の
構
築
に
つ
い
て

 

上
水
道
事
業
（
末
端
）
の
規
模
別
割
合
（
平
成

2
6
年
度
）
 

広
域
化
の
検
討
の
場
の
イ
メ
ー
ジ
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広
域
的
運
営
推
進
機
関
設
立

 ： ２
０
１
５
年
４
月
１
日

 
小
売
参
入
の
自
由
化

 ： ２
０
１
６
年
４
月
１
日
施
行

 
送
配
電
部
門
の
法
的
分
離

 ： ２
０
２
０
年
に
実
施

  

電
力
シ
ス
テ
ム
改

革
の

概
要

 

改
革
実
施

の
工
程

 

第
１弾

改
正

 
（
2

0
1
3
年
臨
時

国
会

で
成

立
）
 

①
広
域
的
運

営
推
進
機
関
の
設
立

②
プ
ロ
グ
ラ
ム
規
定

等
 

第
２
弾

改
正

 
（
2

0
1
4
年
通
常

国
会
で
成

立
）
 

①
小
売
全
面
自
由
化

②
一
般
電
気
事
業
制
度
の
見
直

し
に
伴
う
各
種

関
連
制

度
整
備

第
３
弾

改
正

 
（
2

0
1
5
年

通
常

国
会

で
成

立
）
 

①
送

配
電

部
門

の
法

的
分

離

②
法

的
分

離
に
必

要
な
各

種
ル
ー

ル
（
行

為
規

制
）
の
制

定

電
力

シ
ス
テ
ム
改

革
へ
の
対

応
 

 
東
日
本
大
震
災
と
こ
れ
に
伴
う
原
子
力
事
故
を
契
機
に
、
電
力
料
金
の
値
上
げ
や
需
給
ひ
っ
迫
下
で
の
需
給
調
整
等
、
従
来
の
電
力
シ
ス

テ
ム
の
抱
え
る
様
々
な
限
界
が
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
電
力
の
安
定
供
給
の
確
保
、
電
気
料
金
の
最
大
限
抑
制
、
需
要
家
の
選

択
肢
や
事
業
者
の
事
業
機
会
拡
大
を
掲
げ
、
こ
の
目
的
の
下
で
、
①
広
域
系
統
運
用
の
拡
大
、
②
小
売
及
び
発
電
の
全
面
自
由
化
、
③
法

的
分
離
の
方
式
に
よ
る
送
配
電
部
門
の
中
立
性
の
一
層
の
確
保
と
い
う
３
本
柱
か
ら
な
る
改
革
を
行
う
こ
と
と
し
た
。
（電

力
シ
ス
テ
ム
に
関
す

る
改
革
方
針
（２

０
１
３
年
４
月
２
日
閣
議
決
定
））

電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
改
革
方
針

 ： ２
０
１
３
年
４
月
２
日
閣
議
決
定

 

電
気
事
業
の

類
型
の

見
直
し

（
※
赤
点
線
囲
み

が
「
電

気
事

業
」）
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（
論
点

１
）
「
経
済
産

業
省
令

で
定

め
る
要

件
」
に
つ
い
て
（
見
直
し
案
） 

○
前
回

W
G
に
お
け
る
意
見

を
踏

ま
え
、
主

に
自

家
発

自
家
消
費

の
た
め
に
発

電
設
備

を
維

持
・
運

用
す
る
事
業

者
に
一

定
の

配
慮

措
置

を
講

ず
る
観

点
か

ら
、

以
下
の
３
つ
の
要
件
の
い
ず
れ

を
も
満

た
す
発

電
設
備
（
系
統
へ

の
連
系

点
単
位

で
捕
捉
。
以
下

同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
発

電
設

備
ご
と
の

託
送

契
約

上
の

同
時
最
大
受
電
電
力
（
同
時

に
逆

潮
可

能
な
電

力
の
値
）
を
事
業

者
単
位

で
合
計
し
、
そ
の
値
が
１
万

ｋ
W
を
超

え
る
事

業
者

を
発

電
事

業
者

と
す
る
こ
と
と
し
て

は
ど
う
か
。

①
当
該

発
電
設
備
の
発

電
容

量
（
ｋ
W
）
に
占

め
る
託
送
契

約
上
の

同
時
最

大
受
電

電
力
（
kW

）
の
割
合

が
５
割

を
超

え
る
こ
と
（
※

）
。

 
［
P

.5
参

照
］

※
た
だ
し
、
発

電
容

量
が
１
０
万
ｋ
Ｗ
を
超
え
る
場
合
に
は

、
上
記

の
値
が

１
割

を
超
え
る
こ
と
。

 

②
当
該

発
電
設
備
の

年
間

の
発

電
電

力
量

（
kW

h
）
 （
所
内
消
費
量
等
を
除
く
）
に
占
め
る
系
統

へ
の
逆

潮
流

量
（
kW

h
）
 （
特

定
供

給
等

を
除

く
。
）
 の

割
合

が
５
割

を
超
え
る
こ
と
が

見
込

ま
れ

る
こ
と
（
※

）
 （
自
家
発
自
家
消
費
率
が
５
割
以
下
で
あ
る
と
見
込

ま
れ
る
こ
と
。
）
。

 
［
P

.6
参

照
］
 

 
※

た
だ
し
、
発

電
容
量
が
１
０
万
ｋ
Ｗ
を
超
え
る
場
合
に
は

、
上

記
の
値

が
１
割

を
超

え
る
こ
と
が
見

込
ま
れ

る
こ
と
。

 

③
当
該
発
電
設
備
の

発
電

容
量

が
1
0
0
0
kW

以
上

で
あ
る
こ
と
。

 
［
P

.7
参
照
］

○
な
お
、
こ
う
し
た
要
件
に
該

当
し
な
い
電

源
で
あ
っ
て
も
、
系
統
に
接

続
し
て
お
り
、
か
つ
そ
の
発

電
設
備

の
発

電
容

量
が

1
0
0
0
kW

以
上

で
あ
る
場

合
に
は

、
特

定
自
家
用
電
気
工
作
物

（
以

下
「
特

定
自

家
発

」
と
い
う
。
）
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
り
、
国
に
よ
る
供

給
勧
告

の
対

象
と
な
り
う
る
こ
と
か

ら
、
安

定
供

給
確

保
に

大
き
な
支
障
は
な
い
も
の

と
考

え
ら
れ

る
。

こ
れ

ら
３
つ
の
要

件
を
い
ず
れ

も
満

た
す
発

電
設

備
の

み
に
つ
い
て
、
そ
の
同
時
最
大
受
電

電
力
の
値
を
事
業
者
単

位
で
合

計
し
、
１
万

ｋ
W
を
超

え
る
か

ど
う
か

を
確

認
す
る
。

（
定
義
）
 

第
二
条

 
こ
の

法
律
に
お
い
て
、
次

の
各

号
に
掲

げ
る
用

語
の

意
義
は

、
当
該

各
号
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 

 
一
～
十
三

 
 
（
略
）

 
 
十
四

 
発
電
事
業

 
自

ら
が

維
持

し
、
及
び
運

用
す
る
発

電
用

の
電
気
工
作
物
を
用
い
て
小

売
電

気
事

業
、
一
般
送

配
電
事

業
又
は

特
定

送
配

電
事

業
の

用
に
供

す
る
た
め
の
電

気
を
発

電
す
る
事

改
正

電
気

事
業

法
 
抜

粋
 

発
電
設
備
の
発
電
容
量

 

託
送
契
約
上
の

 
同
時
最
大
受
電
電
力

 
＞

50
％

 

要
件

③

＞
50
％

 
系
統
へ
の
逆
潮
流
量
－
特
定
供
給
等
分

 

総
発
電
量
ー
所
内
消
費
量

 

要
件

①
要

件
②

発
電
設
備
の
発
電
容
量

 ≧
10

00
kW

 

※
な
お
、
あ
る
発

電
設

備
が

要
件

①
～

③
を
満

た
す
か

ど
う
か

を
判

断
す
る
に
あ
た
っ
て
は

、
系

統
へ

の
連

系
点

単
位
で
判

断
す
る
。

た
だ
し
、
発
電
容
量
が
１
０
万
ｋ
Ｗ
を
超
え
る
場

合
に
は
、
上
記
の
値
が
１
０
％
を
超
え
る
こ
と
。

た
だ
し
、
発
電
容
量
が
１
０
万
ｋ
Ｗ
を
超
え
る
場

合
に
は
、
上
記
の
値
が
１
０
％
を
超
え
る
こ
と
。

業
で
あ
つ
て
、
そ
の

事
業

の
用

に
供

す
る
発

電
用

の
電

気
工
作
物
が

経
済

産
業

省
令

で
定

め
る
要

件
に
該
当
す
る
も
の
を
い
う
。

  
 

十
五
～
十
八

 
 
（
略
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 
電

力
シ

ス
テ

ム
改

革
小

委
員

会
　

第
８

回
制

度
設

計
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

資
料

よ
り
抜
粋
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総行行第６２ 号  

総財営第３６ 号  

平成 24年４月２５日 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 殿 

（契約担当課・市町村担当課扱い） 

各 指 定 都 市 財 政 局 長 殿 

（契約担当課扱い） 

総務省自治行政局行政課長

総務省自治財政局公営企業経営室長  

地方公共団体が行う売電契約について 

 平成 24 年４月３日付で閣議決定された「エネルギー分野における規制・制度改革に

係る方針」に基づき、下記のとおりお知らせしますので、売電契約を締結する際にはご

留意願います。 

 なお、各都道府県契約担当課及び各指定都市契約担当課におかれては、公営企業関係

部局に、各都道府県市町村担当課におかれては、貴都道府県内各市町村及び一部事務組

合等に、周知願います。 

記 

地方公共団体が行う売電契約については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

234条第１項及び第２項の規定により、一般競争入札により締結することが原則とされ

ていること。なお、随意契約については、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）

第 167 条の２第１項又は地方公営企業法施行令（昭和 27 年政令第 403 号）第 21 条の

14第１項に規定する事由に該当する場合に締結することができるものであること。 

【問い合わせ先】 

総務省自治行政局行政課 

担当：岡専門官、青木係長 

TEL 03-5253-5510 

総務省自治財政局公営企業経営室 

担当：田中補佐、関本係長 

TEL 03-5253-5639 

4



参 考 

 

   エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針 

 

 

平成 24 年４月３日 

閣 議 決 定 
 

 

  行政刷新会議の下の「規制・制度改革に関する分科会」におけるエネ

ルギー分野の規制・制度改革に関する検討の結果を踏まえ、別紙のとお

り、「エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針」を定める。 

  別紙において、「実施時期」が「結論を得次第措置」又は「早期措置」

とされている事項、及び法令等の運用を見直すこととされている事項に

ついては、四半期ごとに内閣府が進捗状況を確認し、各府省は早期に措

置するよう努めるものとする。 

  当該四半期に措置が完了しない場合は、改めて次の四半期の対応を内

閣府と各府省が協議する。 

  また、内閣府は、上記の経緯と結果を公表する。 

 

規制・制度改革事項 一覧（抜粋）                    （別紙） 

番号 事項名 規制・制度改革の内容 
実施 

時期 

法律事項・政令事項・ 

省令事項 

所管省庁 

法律 政令 省令 

その他 

(運用

等) 

42 

公営の発電事業

における新電力

の買取参入の実

現 

地方公共団体に対して、地方公共

団体が行う売電契約について、一

般競争入札が原則である旨を改

めて周知する。また、各地方公共

団体における売電契約の状況に

ついて実態調査を行う。 

平成 24年 

度早期措

置 
   ● 

総務省 

経済産業省 
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総行行第１２２号 

総財営第６１ 号  

平成 26 年７月４日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 殿 

（契約担当課・市町村担当課扱い） 

各 指 定 都 市 財 政 局 長 殿 

（契約担当課扱い） 

総務省自治行政局行政課長    

 

 

 

総務省自治財政局公営企業経営室長   

 

 

地方公共団体が行う売電契約について 

 

 

 平成 24 年４月３日付で閣議決定された「エネルギー分野における規制・制度改革に

係る方針」に基づき、「地方公共団体が行う売電契約について」（平成 24年４月 25日付

け総行行第 62号、総財営第 36号自治行政局行政課長、自治財政局公営企業経営室長通

知）を発出したところですが、この度、第 186回国会における電気事業法等の一部を改

正する法律案に対する附帯決議を踏まえ、改めて下記のとおりお知らせしますので、売

電契約を締結する際にはご留意願います。 

 なお、各都道府県契約担当課及び各指定都市契約担当課におかれては、公営企業関係

部局に、各都道府県市町村担当課におかれては、貴都道府県内各市町村及び一部事務組

合等に、周知願います。 

 

 

記 

 

 

地方公共団体が行う売電契約については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

234条第１項及び第２項の規定により、一般競争入札により締結することが原則とされ

ていること。なお、随意契約については、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）

第 167 条の２第１項又は地方公営企業法施行令（昭和 27 年政令第 403 号）第 21 条の

14第１項に規定する事由に該当する場合に締結することができるものであること。 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

総務省自治行政局行政課 

 担当：泉水専門官、米岡係長 

TEL 03-5253-5510 

総務省自治財政局公営企業経営室 

 担当：佐藤補佐、御手洗係長 

TEL 03-5253-5639 
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参 考 

 

電気事業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院）（抜粋） 

 

 政府は、電力システム改革を着実に推進するため、本法施行に当たり、以下の点に留

意すること。 
 

一～四（省略） 

五 電力の小売全面自由化に伴い、新規事業者に対する送配電網への公平な接続の保証

や需要家情報の共有等を通じて、新規事業者が電力小売市場に参入することが阻害さ

れることなく、現在の一般電気事業者と公平に競争できる環境を整備すること。また、

新規事業者の電源調達を容易にするため、引き続き、地方自治体による電源の売り入

札の促進 に加え、電力会社における余剰電力の供出の促進等を通じ、卸電力市場の

活性化に向けて必要な措置を講じるものとすること。 

六～九（省略） 

 

 

電気事業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（参議院）（抜粋） 

 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 
 

一 電力の小売全面自由化に伴い、新規事業者に対する送配電網への公平な接続の保証

や需要家情報の共有等を通じて、新規事業者が電力小売市場に参入することが阻害さ

れることなく、現在の一般電気事業者と公平に競争できる環境を整備すること。また、

新規事業者の電源調達を容易にするため、引き続き、地方自治体による電源の売り入

札の促進 に加え、電力会社における余剰電力の供出の促進等を通じ、卸電力市場の

活性化に向けて必要な措置を講じるものとすること。さらに、新規参入や技術開発等

の促進は、経済成長につながるものであり、政府の諸方針においても明確に位置付け

るものとすること。 

二～七（省略） 
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
本

制
度

は
、

電
力

会
社

に
対

し
、

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
発

電
事

業
者

か
ら

、
政

府
が

定
め

た
買

取
価

格
・
買

取
期

間
に

よ
る

電
気

の
供

給
契

約
の

申
込

み
が

あ
っ

た
場

合
に

は
、

応
ず

る
よ

う
義

務
づ

け
る

も
の

。


政

府
に

よ
る

買
取

価
格

・
買

取
期

間
の

決
定

方
法

、
買

取
義

務
の

対
象

と
な

る
設

備
の

認
定

、
買

取
費

用
に

関
す

る
賦

課
金

の
徴

収
・
調

整
、

電
力

会
社

に
よ

る
契

約
・
接

続
拒

否
事

由
な

ど
を

、
併

せ
て

規
定

。

固
定

価
格

買
取

制
度

の
基

本
的

な
仕

組
み

電
力

会
社

費
用

負
担

調
整

機
関

（
賦

課
金

の
回

収
・
分

配
を

行
う

機
関

）

国
が

定
め

る
期

間
、

固
定

価
格

で
電

気
を

買
取

り

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
る

電
気

を
売

電
電

気
を

供
給

電
気

料
金

と
合

わ
せ

て
賦

課
金

（
サ

ー
チ

ャ
ー

ジ
）
を

回
収

回
収

し
た

賦
課

金
を

納
付

買
取

費
用

の
交

付

・
設

備
を

認
定

（
安

定
的

か
つ

効
率

的
に

発
電

可
能

か
ど

う
か

等
を

国
が

確
認

。
要

件
を

満
た

さ
な

く
な

っ
た

場
合

に
は

認
定

取
消

し
。

）

調
達

価
格

等
算

定
委

員
会

電
気

を
ご

利
用

の
皆

様

自
宅

で
発

電
さ

れ
る

方

国

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
る

発
電

を
事

業
と

し
て

実
施

さ
れ

る
方

経
済

産
業

大
臣

買
取

価
格

・
買

取
期

間
に

つ
い

て
意

見

調
達

価
格

等
算

定
委

員
会

の
意

見
を

尊
重

し
て

買
取

価
格

・
買

取
期

間
を

設
定

（
毎

年
度

）

kW
h当

た
り

の
賦

課
金

単
価

の
決

定
（
毎

年
度

）

再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
導
入
促
進
関
連
制
度
改
革
小
委
員
会
第
1
回
資
料
よ
り
抜
粋
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
電

力
多

消
費

事
業

者
の

産
業

競
争

力
に

配
慮

す
る

観
点

か
ら

、
製

造
業

で
あ

れ
ば

売
上

高
千

円
当

た
り

の
電

気
使

用
量

（
k
W

h
）

が
、

製
造

業
平

均
の

8
倍

（
非

製
造

業
は

1
4
倍

）
以

上
と

な
る

事
業

を
行

う
事

業
所

に
つ

い
て

、
そ

の
賦

課
金

負
担

を
5
分

の
１

に
減

免
す

る
制

度
を

採
用

し
て

い
る

。
（

た
だ

し
、

電
気

使
用

量
が

年
間

1
0
0
万

k
W

h
以

上
の

事
業

所
に

限
定

）


当

該
減

免
分

に
つ

い
て

は
、

減
免

を
受

け
な

い
他

の
電

気
利

用
者

の
し

わ
寄

せ
が

い
か

な
い

よ
う

、
法

律
の

規
定

に
よ

り
、

予
算

措
置

を
講

じ
、

国
費

に
よ

り
補

填
す

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。


平

成
2
７

年
度

に
お

い
て

は
、

1
0
６

4
事

業
者

1
8
５

６
事

業
所

が
減

免
措

置
の

適
用

を
受

け
て

お
り

、
平

成
２

７
年

度
で

、
減

免
対

策
予

算
と

し
て

、
４

５
６

億
円

を
措

置
し

て
い

る
。

＜
平

成
27

年
度

の
減

免
事

業
者

の
認

定
実

績
＞

減
免

制
度

の
概

要

製
造

業
業

種
別

減
免

額
（
産

業
分

類
：
中

分
類

）

標
準
産
業
分
類

認
定

事
業

者
数

（
社

）
電

気
使

用
量
の

合
計

（
億

k
Wh
）

減
免

費
用

（
億

円
）

1
鉄
鋼
業

1
7
9

1
9
8
.
3
 

2
1
7
.
7
 

2
化
学
工

業
8
8

1
1
4
.
0
 

1
2
5
.
1
 

3
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
製
造
業

3
9

5
1
.
1
 

5
6
.
1
 

4
非
鉄
金

属
製
造
業

2
6

4
3
.
6
 

4
7
.
9
 

5
窯
業
・

土
石
製
品
製
造
業

4
6

3
1
.
5
 

3
4
.
6
 

6
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業

3
3

1
8
.
2
 

2
0
.
0
 

7
金
属
製

品
製
造
業

7
1

1
0
.
2
 

1
1
.
2
 

8
輸
送
用

機
械
器
具
製
造
業

1
2

8
.
7
 

9
.
6
 

9
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
製
造
業

3
6

7
.
5
 

8
.
3
 

1
0
電
気
機

械
器
具
製
造
業

6
5
.
7
 

6
.
2
 

・
・

・

製
造

業
小

計
6
9
0

5
0
0
.
7
 

5
4
9
.
8
 

標
準
産
業
分
類

認
定

事
業

者
数

（
社

）
電

気
使

用
量
の

合
計

（
億

k
Wh
）

減
免

費
用

（
億

円
）

1
水

道
業

5
8

2
5
.
8
 

2
8
.
3
 

2
熱

供
給

業
4
9

1
0
.
4
 

1
1
.
4
 

3
倉

庫
業

1
3
3

1
0
.
2
 

1
1
.
2
 

4
通

信
業

9
4
.
0
 

4
.
3
 

5
農

業
2
6

3
.
6
 

3
.
9
 

6
鉄

道
業

2
4

3
.
0
 

3
.
3
 

7
水

産
業

1
0
.
0
 

0
.
1
 

8
鉱

業
、

採
石
業
、

砂
利

採
取

業
5

1
.
1
 

1
.
2
 

9
電

気
業

1
0
.
3
 

0
.
4
 

1
0
ガ

ス
業

4
2
.
0
 

2
.
2
 

・
・

・

非
製

造
業

小
計

3
7
4

6
8
.
5
 

7
5
.
2
 

非
製

造
業

業
種

別
減

免
額

（
産

業
分

類
：
中

分
類

）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
関
連
制
度
改
革
小
委
員
会
第
1
回
資
料
よ
り
抜
粋
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70
億
円

 19
1億

円
 29

0億
円

 45
6億

円
 

24
年
度

 
25
年
度

 
26
年
度

 
27
年
度

 

 国
民
負
担
額
※
2 

（
制
度
必
要
額
）

 
13

00
億
円
程
度
※
1 

＜
減
免
制
度
に
係
る
国
民
負
担
額
＞

 


賦

課
金

減
免

制
度

は
、

国
際

競
争

力
の

維
持

・
強

化
の

観
点

か
ら

、
電

力
多

消
費

事
業

者
の

売
上

高
千

円
当

た
り

の
電

気
使

用
量

（
kW

h）
が

、
製

造
業

で
は

平
均

の
8倍

（
非

製
造

業
は

14
倍

）
以

上
と

な
る

事
業

を
行

う
事

業
所

に
つ

い
て

、
そ

の
賦

課
金

負
担

の
８

割
を

減
免

。
原

資
は

政
府

予
算

に
よ

り
手

当
て

。


制
度

運
用

後
３

年
間

を
経

過
す

る
中

、
減

免
制

度
に

対
し

て
、

①
国

民
負

担
（

制
度

の
必

要
額

）
が

増
大

し
、

減
免

対
象

と
な

ら
な

い
他

の
電

気
利

用
者

と
の

間
に

不
公

平
が

生
じ

て
い

る
の

で
は

な
い

か
、

②
電

力
多

消
費

産
業

へ
の

支
援

は
、

予
算

の
使

い
方

と
し

て
は

、
省

エ
ネ

努
力

の
有

無
等

に
関

わ
ら

ず
交

付
さ

れ
る

単
な

る
電

気
代

補
助

と
し

て
行

う
よ

り
も

、
費

用
対

効
果

の
高

い
も

の
に

振
り

向
け

て
い

く
べ

き
で

は
な

い
か

等
の

指
摘

が
あ

る
。

減
免
額

 
事
業
者
数

 
２
７
年
度
減
免

見
込
み
額

 

20
億
円
以
上

 
２

 
43
億
円

 

10
億
円
以
上

20
億
円
未
満

 
８

 
10

6億
円

 

5億
円
以
上

10
億
円
未
満

 
１
４

 
96
億
円

 

1億
円
以
上

5億
円
未
満

 
１
０
７

 
22

9億
円

 

＜
認
定
上
位
事
業
者
＞

 

対
象
事

 
業
者
数

 
85

5社
 

1,
03

1社
 

1,
04

7社
 1

,0
64
社

 

Ⅱ
-1

. 賦
課
金
減
免
制
度
に
つ
い
て

 

（
※
1）

現
行
の
減
免
制
度
の
下
で
、長

期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
しに
お
い
て
示
され
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
量
等
を
前
提
に
機
械
的
に
試
算
。減

免
対
象
とな
る
電
力
使
用
量
等
に
よ
って
必
要
額
は
変

動
す
る
。 

（
※

2）
平
成

27
年
度
ま
で
は
予
算
計
上
額
を
記
載
。 

（
※
）
平
成

27
年
度
の
減
免
認
定
事
業
者
の
申
請
電
力
量
と賦

課
金
単
価
を
も
とに
、機

械
的

に
試
算
を
した
減
免
見
込
み
額
。 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
関
連
制
度
改
革
小
委
員
会
第
3
回
資
料
よ
り
抜
粋

10



再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
関
連
制
度
改
革
小
委
員
会
報
告
書
（
案
）
の
概
要

 
【
制
度
見
直
し
の
目
的
】

 

【
制
度
見
直
し
の
方
針
】

 
◎
：
法
改
正
が
必
要
な
項
目

 
 
●
：
運
用
等
で
対
応
可
能
な
項
目

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
最
大
限
の
導
入
と国

民
負
担
の
抑
制
の
両
立

 

※
認
定
済
未
稼
働
案
件
数
：

H
24
～

25
年
度
認
定
案
件
で
約

36
万
件

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
ミッ
ク
ス
を
踏
ま
え
た

 
電
源
間
で
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
導
入
を
促
進

 
（
現
状
：

FI
T認

定
量
の
約

9割
が
事
業
用
太
陽
光
）

 

国
民
負
担
の
抑
制
の
た
め

 
コス
ト
効
率
的
な
導
入
を
促
進

 
（
現
状
：
買
取
費
用
が
約

1.
8兆

円
に
到
達
）

 

電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
の
成
果
を
生
か
し
た

 
効
率
的
な
電
力
の
取
引
・流
通
を
実
現

 
（
現
状
：
電
力
系
統
面
で
の
制
約
が
顕
在
化
）

 

◎
FI

T電
源
の
買
取
義
務
者
を
小
売
事
業
者
か
ら
送
配
電
事
業
者
に
変
更
し
、
よ
り
円
滑

に
広
域
融
通
を
進
め
る
。
買
取
後
の
電
気
は
市
場
経
由
以
外
に
小
売
へ
の
直
接
引
渡
し

も
可
能
と
す
る
。

 
●
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
間
で
公
平
な
出
力
制
御
ル
ー
ル
の
整
備
に
取
り
組
む
。

３
．
コ
ス
ト
効
率
的
な
導
入

 
◎
中
長
期
的
な
買
取
価
格
の
目
標
を
設
定
。

 
◎
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
等
の
コ
ス
ト
効
率
的
な
買
取
価
格
決
定
方
式
か
ら
最
適
な

 
方
式
を
選
択
。

 

事
業
用
太
陽
光
は
入
札
方
式
（
小
規
模
に
配
慮
し
､大
規
模
か
ら
対
象
化
）


住
宅
用
太
陽
光
や
風
力
は
予
め
価
格
低
減
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
設
定
す
る
方
式

◎
賦
課
金
減
免
制
度
は
、
持
続
可
能
な
仕
組
み
と
す
べ
く
、
賦
課
金
活
用
に
よ
り
原
資
を

確
保
し
つ
つ
、
対
象
事
業
者
の
省
エ
ネ
の
取
組
や
国
際
競
争
力
へ
の
影
響
等
を
確
認

（
減
免
率
に
つ
い
て
も
検
討
）
。

 

４
．
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
長
い
電
源
の
導
入
拡
大

 
◎
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
長
い
電
源
は
数
年
先
の
認
定
案
件
の
買
取
価
格
ま
で
予
め
決
定
。

 
●
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
期
間

(通
常

3~
4年

)の
半
減
等
､必
要
な
規
制
改
革
に
取
り
組
む
｡

●
FI

T認
定
前
で
あ
っ
て
も
系
統
へ
の
接
続
申
込
が
で
き
る
よ
う
運
用
を
変
更
。

●
各
電
源
毎
の
課
題
に
応
じ
た
支
援
の
在
り
方
を
検
討
。


地
熱
･中
小
水
力
は
､補
助
等
も
含
め
初
期
投
資
へ
の
支
援
を
拡
充
す
る
こと
を
検
討
。


バ
イ
オ
マ
ス
は
、
安
定
的
な
燃
料
調
達
に
向
け
た
支
援
を
強
化
。

１
．
認
定
制
度
の
見
直
し
と
未
稼
働
案
件
※
へ
の
対
応

 
●
報
告
徴
収
・
聴
聞
手
続
を
通
じ
た
認
定
取
消
の
取
組
を
更
に
強
化
。

◎
発
電
事
業
の
実
施
可
能
性
を
確
認
し
た
上
で

FI
T認

定
す
る
新
し
い
認
定
制
度
を
創
設
｡ 


系
統
へ
の
接
続
契
約
締
結
を

FI
T認

定
の
要
件
と
す
る
（
価
格
決
定
は
認
定
時
）
。


既
認
定
案
件
は
、
運
転
開
始
済
や
接
続
契
約
締
結
等
の
要
件
を
満
た
し
た
案
件
は

新
し
い

FI
T認

定
と
み
な
し
、
そ
の
他
の
案
件
は
改
め
て
認
定
の
取
得
を
求
め
る

(系
統
入
札
等
の
場
合
は
一
定
の
猶
予
期
間
を
検
討

)｡

２
．
長
期
安
定
的
な
発
電
を
促
す
仕
組
み

 
◎
事
業
者
の
適
切
な
点
検
・
保
守
や
発
電
量
の
定
期
報
告
、
事
業
後
の
廃
棄
・
リ
サ
イ
ク

ル
等
の
遵
守
事
項
を
定
め
、
違
反
時
の
改
善
命
令
・
認
定
取
消
を
可
能
と
す
る
｡ 

◎
関
係
す
る
土
地
利
用
規
制
等
の
遵
守
確
認
、
認
定
情
報
の
公
表
や
地
方
自
治
体
へ
の
提

供
ス
キ
ー
ム
の
構
築
に
取
り
組
む
｡ 

５
．
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
を
活
か
し
た
導
入
拡
大

 
●
「
広
域
系
統
整
備
計
画
」
に
基
づ
き
、
計
画
的
な
広
域
系
統
の
整
備
を
進
め
る
。

●
ロ
ー
カ
ル
系
統
の
制
約
に
対
応
す
る
た
め
、
系
統
情
報
や
工
事
費
単
価
の
公
表
を
行
う
。

ま
た
、
引
き
続
き
、
入
札
募
集
ル
ー
ル
を
活
用
し
、
系
統
増
強
費
用
を
共
同
負
担
。

エネ
ル
ギ
ー
ミッ
クス
にお
け
る2

03
0年
の
再
生
可
能
エネ
ル
ギ
ー
の
導
入
水
準
（

22
-2

4％
）
の
達
成
の
た
め
、固
定
価
格
買
取
制
度
等
の
見
直
しが
必
要

 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
関
連
制
度
改
革
小
委
員
会
第
6
回
資
料
よ
り
抜
粋
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電
力

シ
ス
テ
ム
改
革

と
相

ま
っ
て
、
ガ
ス
が

低
廉
・
安
全

か
つ
安
定

的
に
供

給
さ
れ
、
消

費
者

に
新

た
な
サ

ー
ビ
ス
な
ど
多

様
な
選
択
肢
が
示
さ
れ

る
ガ
ス
シ
ス
テ
ム
の

構
築

に
向
け
、
小

売
全
面

自
由
化

及
び
ガ
ス
導

管
部

門
の

中
立

化
等

に
つ
い
て
検

討
が
行

わ
れ
、
平
成

2
7
年

度
通

常
国

会
に
「
電

気
事
業

法
等
の

一
部

を
改
正
す
る
等

の
法

律
（
※
）
」
を
提

出
。
同

国
会

で
可

決
・
成
立
。
※
「
電
気
事

業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」
は
束
ね
法
で
あ
り
、
ガ
ス
事
業
法
改
正
も
含
ま
れ
て
い
る

※
（

 
）

内
の

数
字

は
大

手
１

０
社

の
ガ

ス
販

売
量

に
占

め
る

大
口

供
給

販
売

量
の

割
合

（
累

積
）

及
び

対
象

需
要

家
件

数
（

調
定

件
数

）
平

成
２

４
年

度
実

績

【
規

制
部
門
】
 

・
供

給
の
地
域
独
占

 
・
供

給
料
金
の
規
制

 

ガ
ス
シ
ス
テ
ム
改

革
へ
の
対

応
 

・
 
全
て
の
小
売
の

地
域

独
占

を
撤

廃
し
、
料

金
規
制

を
原

則
廃
止

。
 

・
 
ガ
ス
事
業
の
類

型
見

直
し
と
小

売
に
つ
い
て
ラ
イ
セ
ン
ス
制
（
許
可
制

→
登
録

制
）
へ

の
移

行
。

 

・
 
需
要
家
が
特

に
多

い
大

規
模

導
管

を
持
つ
大

手
３
社
（
東
京
・
大
阪
・
東

邦
）
に
つ
い
て
は

、
中

立
性

を
高

め
る
た
め
、

 
 小

売
部
門
と
ガ
ス
導

管
部

門
を
法

的
分

離
す
る
。

 

ガ
ス
シ
ス
テ
ム
改

革
の

概
要

 

ガ
ス
事

業
法
改
正
に
よ
る
主
な

措
置

 

平
成

2
9
年
目
処
に
施
行

 

平
成

3
4
年

4
月

1日
施
行

12



【
現
在
の
事
業
類
型
】
 

【
小
売
全
面
自
由
化
後
の
事
業
類
型
】
 

大
口

ガ
ス
事

業
 

・
届
出
制

 
・
大
口
向
け
小
売

事
業

 

L
N

G
基

地
事

業
（
ガ
ス
製

造
事

業
）
 

【
届

出
制

】
 

一
般

ガ
ス
導

管
事

業
 

【
許

可
制

】
 

ガ
ス
小

売
事

業
 

【
登

録
制

】
 

全
需
要
家

 
大
口

 
小
口

 

一
般

ガ
ス
事

業
 

・
許

可
制

 
・
小

口
は
地
域
独
占

 
・
料

金
は
総
括
原
価

方
式

で
認
可

 

ガ
ス
導

管
事

業
 

・
届
出
制

 

基 地 部 門

基 地 部 門

電
力
会
社
等
の

 
Ｌ
Ｎ
Ｇ
基
地

 

法 律 に よ る 事 業 規 制 な し

特
定
ガ
ス
導
管
事
業

 
【
届

出
制

】
 

ガ
ス
事

業
の

ラ
イ
セ
ン
ス
制

の
導

入
17

 

電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
案
に
つ
い
て
（
参
考
資
料
集
）
平
成
2
7
年
3
月
経
済
産
業
省
資
料
よ
り
抜
粋

13



＜
平

成
28

年
＞

春
•

託
送

供
給

約
款

の
策

定
を

不
要

とす
る

承
認

7⽉
•

託
送

供
給

約
款

の
事

前
認

可
申

請
の

期
限

8⽉
•

ガ
ス

⼩
売

事
業

の
事

前
登

録
申

請
に

係
る

受
付

開
始

８
〜

９
⽉

⽬
途

•
経

過
措

置
料

⾦
規

制
が

課
され

る
事

業
者

の
指

定
12

⽉
•

最
終

保
障

供
給

約
款

の
届

出
の

期
限

＜
平

成
29

年
＞

4⽉
1⽇

•
⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
実

施


⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

に
係

る
詳

細
制

度
設

計
に

つ
い

て
は

、こ
れ

ま
で

、事
業

者
に

お
け

る
シ

ス
テ

ム
設

計
に

も
⼤

き
な

影
響

を
及

ぼ
す

ガ
ス

⼩
売

事
業

に
係

る
論

点
や

託
送

供
給

制
度

に
係

る
論

点
等

に
つ

い
て

優
先

的
に

御
議

論
い

た
だ

い
て

き
た

とこ
ろ

で
あ

り、
熱

⼼
な

御
議

論
の

結
果

、こ
れ

らの
論

点
に

つ
い

て
は

、概
ね

の
⽅

向
性

が
定

ま
って

き
た

とこ
ろ

。


引
き

続
き

詰
め

な
け

れ
ば

な
らな

い
論

点
は

⼀
定

程
度

存
在

す
る

も
の

の
、⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
実

施
に

係
る

全
体

的
な

ス
ケ

ジ
ュー

ル
に

つ
い

て
は

、国
⺠

や
事

業
者

等
の

予
⾒

可
能

性
を

⾼
め

る
こと

が
重

要
で

あ
る

こと
か

ら、
⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
施

⾏
期

⽇
は

平
成

29
年

４
⽉

１
⽇

とす
る

な
ど、

⼩
売

全
⾯

⾃
由

化
の

実
施

に
係

る
全

体
的

な
ス

ケ
ジ

ュー
ル

は
以

下
の

とお
りと

し、
これ

ら
の

ス
ケ

ジ
ュー

ル
を

前
提

とし
て

、残
さ

れ
た

論
点

に
係

る
議

論
、国

に
お

け
る

規
則

類
の

整
備

及
び

⼩
売

全
⾯

⾃
由

化
に

向
け

た
事

業
者

に
お

け
る

準
備

を
加

速
して

い
くこ

とと
して

は
どう

か
。


⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

に
係

る
詳

細
制

度
設

計
に

つ
い

て
は

、こ
れ

ま
で

、事
業

者
に

お
け

る
シ

ス
テ

ム
設

計
に

も
⼤

き
な

影
響

を
及

ぼ
す

ガ
ス

⼩
売

事
業

に
係

る
論

点
や

託
送

供
給

制
度

に
係

る
論

点
等

に
つ

い
て

優
先

的
に

御
議

論
い

た
だ

い
て

き
た

とこ
ろ

で
あ

り、
熱

⼼
な

御
議

論
の

結
果

、こ
れ

らの
論

点
に

つ
い

て
は

、概
ね

の
⽅

向
性

が
定

ま
って

き
た

とこ
ろ

。


引
き

続
き

詰
め

な
け

れ
ば

な
らな

い
論

点
は

⼀
定

程
度

存
在

す
る

も
の

の
、⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
実

施
に

係
る

全
体

的
な

ス
ケ

ジ
ュー

ル
に

つ
い

て
は

、国
⺠

や
事

業
者

等
の

予
⾒

可
能

性
を

⾼
め

る
こと

が
重

要
で

あ
る

こと
か

ら、
⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
施

⾏
期

⽇
は

平
成

29
年

４
⽉

１
⽇

とす
る

な
ど、

⼩
売

全
⾯

⾃
由

化
の

実
施

に
係

る
全

体
的

な
ス

ケ
ジ

ュー
ル

は
以

下
の

とお
りと

し、
これ

ら
の

ス
ケ

ジ
ュー

ル
を

前
提

とし
て

、残
さ

れ
た

論
点

に
係

る
議

論
、国

に
お

け
る

規
則

類
の

整
備

及
び

⼩
売

全
⾯

⾃
由

化
に

向
け

た
事

業
者

に
お

け
る

準
備

を
加

速
して

い
くこ

とと
して

は
どう

か
。

（
注

）
電

気
事

業
と異

な
り、

ガ
ス

事
業

に
お

い
て

は
ガ

ス
事

業
者

が
多

数
存

在
す

る
こと

に
加

え
、⼤

半
は

中
⼩

事
業

者
で

あ
る

とい
う実

態
を

踏
ま

え
、託

送
供

給
約

款
を

策
定

す
る

た
め

に
必

要
とな

る
規

則
な

ど、
⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

を
実

施
す

る
た

め
に

必
要

とな
る

規
則

類
に

つ
い

て
は

、本
⼩

委
員

会
に

お
け

る
御

議
論

も
踏

ま
え

な
が

ら、
可

能
な

限
り早

期
に

整
備

し、
周

知
す

る
こと

とす
る

。

第
26

回
ガ

ス
シ

ス
テ

ム
改

⾰
⼩

委
員

会
資

料
4よ

り抜
粋

１
⼩

売
全

⾯
⾃

由
化

の
施

⾏
期

⽇
等

に
つ

い
て

第
2
7
回
ガ
ス
シ
ス
テ
ム
改
革
小
委
員
会
資
料
よ
り
抜
粋
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